
分配可能利益算定機能と取替原価主義

榊原英夫

はじめに

取替原価主義の下では，利益は当期営業利益 (currentoperating profit) と

保有利得 (holdinggains)とに二分して測定・表示される。当期営業利益は財

および用役の生産・販売といった通常の営業活動から生ずる利益であり，それ

は一期間に実現した収益にそれを獲得するために費消した資産および用役の取

替原価を費用として対応させることによって測定される。保有利得は資産を保

有する活動から生ずる利益であり，期末における資産の取替原価と期首におけ

るそれとの差額として測定される。このように取替原価主義の下では，当期営

業利益は保有利得と区分して測定される O この結果，取替原価主義に基づく当

期営業利益は次のような二つの役立ちを有すると一般に主張されているO

(1) 当期営業利益は，企業の物的営業能力 (physicaloperating capacity)を

縮小することのない分配可能利益を表わすのに役立つO

(却 当期営業利益は，経営能率の評価や将来の収益性にたいする指針として

役立つ。

本論文の目的は，取替原価主義に基づく当期営業利益が企業の物的営業能力

を縮小することのない分配可能利益を表わすのに役立つとの観点から取替原価

主義を擁護する議論を検討することである O

日 分配可能利益算定機能に基づく取替原価主義擁護論

取替原価主義に基づく当期営業利益は，一期間に実現した収益にそれを獲得

するために費消した資産および用役の取替原価を費用として対応させることに
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よって測定される。したがって，当期営業利益は，資産の取替えに備えること

により企業の物的営業能力を維持する利益を表わす。それ故，当期営業利益は

企業の物的営業能力を縮小することのない分配可能な利益を表わすのに役立つ

との観点から取替原価主義を擁護する主張があるO ローレンス・ルプシンとジ

エリー・ J・ウェイガント ((7)，p.74)は「取替原価に基づく損益計算にお

いて，当期営業利益は取替原価基準に基づいて測定される費用を控除すること

により計算される。この数値は，現在の生産要素価格が与えられる場合，企

業の将来営業水準を縮小することなく総イ γフローのどの部分が分配可能であ

るかを示している。」と述べ， 取替原価主義に基づく当期営業利益が分配可能

利益を表わすものであると主張している O また， ロパート・ T・スプラウス

(( 9)， p.11)はかかる主張を次のように説明している。

「カレント・コストに基づいて利益を測定するように会計モデ、ノレを変更すべ

きであると提案する論者は，また，資本概念を物的概念一一ーとくに生産能力概

念一ーに変更.すべきであることを提案してし、る。この見解によれば，企業は財

務的資源を生産能力に投下する。そして，その生産能力を維持するに必要な金

額を超えてもたらされる財務的資源の金額だけが，利益を表わす。」

この擁護論は多くの批判点をかかえているが，それについては次節で検討す

ることとし， ここでは，この擁護論を補足する意味で次の三つの点を指摘して

おく。第一に，企業の物的営業能力の維持を可能にする利益が会計に要求され

る理由は，企業の物的営業能力の維持が企業の長期的な継続に必要である点に

求められることを指摘しておく。この点について，ポール・ローゼンフィルド

(( 8)， p. 71)は「企業の物的営業能力を最低水準で維持することは，企業が

長期的に生存するに必要であるO もし，物的営業能力が一定期間に下落するな

らば，その範囲で企業は消滅の方向にある。」と述べている O 企業が継続する

か否かは，様々な要因により左右される。しかしながら企業の物的営業能力

を維持することは，企業の継続にとってもっとも基本的な要件であると考えら

れる。
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第二に，取替原価主義に基づいて当期営業利益を測定する場合，収益につい

ては実現主義が適用されるので，それは分配可能な資産に裏付けられているこ

とを指摘しておく。

第三に，当然のことではあるが，保有利得については実現した部分であって

も，分配可能利益つまり当期営業利益には含まれないことを指摘しておく。別

言すれば，取替原価主義に基づく当期営業利益は，歴史的原価主義に基づく利

益から実現保有利得を控除した額に等しいということである。この点は次に示

すR・ルブシン CC6)， pp. 62-63)による計算例において明らかにされてい

るO ただし， R・ルプシンは，保有利得という用語に代えて原価節約 Ccost

savings)とし、う用語を用いている O

く計算例〉

(1) 19 x 0年12月31日のXYZ会社の財政状態はく表 1>のようであった。

く表1> 貸借対照表 XYZ会社

19XO年12月31日

資

棚卸資産

産 持分

所有主持分 700ドノレ

(市場価値に等しい歴史的原価による) 200ドノレ

回定資産

(19×0年間問新規購入耐用年数) 500 
5年，残存価値0

総資産 700トツレ

(2) 19X 1年の営業活動は次のようであった。

売上

歴史的原価による棚卸資産購入高

総、

歴史的原価による期末(19x1年12月31日〉棚卸高

市場価格による期末 C19x1年12月31日〉棚卸高

販売時点での取替原価による売上原価

持 分 700ド‘ル

1100ドル

500 

100 

130 

675 

(3d 企業の固定資産の市場価格が19X1年の営業期間の初めに600ド、ルに上昇
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したと仮定する。これらの事象が与えられれば， XYZ会社の伝統的歴史

的原価利益はく表2)で表わされているように400ドルで、あろう。 XYZ

会社の取替原価利益はく表3)で表わされているO

く表2) 損益計算書 XYZ会社

白19X1年 1月1日至19X1年12月31日

売 上

売上原価

期首棚卸高

仕入

販売に供することができる商品

期末棚卸高(歴史的原価による〉

貢献差益

減価償却費 (500 ドル~- 5) 

営業利益

く表3) 損益計算書

200ドノレ

500 

700ドノレ

100 

1， 100ド、ノレ

600 

500 

100 

400ドル

X Y Z会社

自19X1年1月1日至19X1年12月31日

売 上

売上原価(販売時点での取替原価による〉

貢献差益

減価償却費(市場価格に基づく， 600ドル-;_.5) 

当期営業利益

実現可能原価節約:

期末棚卸資産に関する未実現原価節約

期末固定資産に関する未実現原価節約

未実現原価節約

売上原価の一部として実現した原価節約

減価償却を通して実現した原価節約

実現原価節約

総実現可能原価節約

取替原価利益

30ドノレ

80 

75 

20 

110 

95 

1， 100ドノレ

675 

425 

120 

305 

205 

510ドノレ
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皿 分配可能利益算定機能に基づく取替原価主義擁護論に

対する批判

取替原価主義に基づく当期営業利益は，企業の物的営業能力を縮小すること

のない分配可能利益を表わすのに役立つとの観点から，取替原価主義を擁護す

る主張に対して，次のような批判が考えられる。第一の批判は，その擁護論が

同一資産の取替えを仮定しているとの批判である。第二の批判は，資産の取替

原価が絶えず上昇している場合，取替原価に基づいて費用を計上しでも，当初

資産の取替えは不可能であるとの批判である O 第三の批判は，当初資産の取替

えが可能であるとしても，そのことは物的営業能力の維持を意味しないとの批

判である。これら三つの批判を以下詳しく検討する O

(1) 同一資産の取替えを仮定してい否との批判

分配可能利益算定機能に基づく取替原価主義擁護論によれば，取替原価主義

に基づく当期営業利益は，同一資産の取替えに備えることにより，企業の物的

営業能力を維持する利益を表わすと主張される。この主張は明らかに同一資産

の取替えを仮定しているが，これに対して，同一資産の取替えを仮定すること

は非現実的であり，企業が当初資産と同一資産を実際に取替えることはありえ

ないので，同一資産の取替えに備えることにより，企業の物的営業能力を維持

することは無意味であるとの批判がある。要するに，取替原価主義に基づく当

期営業利益は意味のない利益であるとの批判である O レイモ γ ド・ J・チェ γ

パース ((2)，p. 81)はかかる批判を次のように述べている O

「多くの企業は『同じ』事業に留まるように思われるけれども，それらの特

定の製品，製品ミックス，活動形態は，設備資産の寿命より短かい期間に幾つ

かの点で変化する O したがって，原則として，特定資産が取替えられねばなら

ないと主張する，つまり特定の生産能力が特定の会社により維持されねばなら

ないと主張する納得のし、く議論はなし、。まして，特定の資産を取替える能力が

維持されなけなればらないと主張する納得のし、く議論はない。」
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企業が当初資産をそれと同ーの資産に実際に取替えることがないならば，同

一資産の取替えに備えることにより，企業の物的営業能力を維持することは，

明らかに無意味であると考えられる)o したがって， ここで、の批判の妥当性は，

資産の取替えに関する企業の行動パターンいかんによって決まると考えられ

る。つまり，企業が当初資産をそれと同ーの資産に取替えるならば，この批判

は妥当ではないが，同ーの資産に取替えないならば，この批判は妥当であると

考えられる。

同一資産の取替えは通常ありえないことが，多くの論者によって指摘されて

いる O たとえば， J・ポス ((11)，p. 142) は「通常同一資産の取替えはあり

えないとの困難な問題が存在する O 異なる生産技術!を採用しなければならな

い場合がきわめて多い，その場合，実際に行なわれることは，同じ機械の取替

えではなく，全く異なる機械の購入である。」と述べている O また，吉田教授

((13)， 67-68頁〉は「企業がこのような意味で旧設備と同一設備を新規調達

することは，通常考えられない。なぜ、考えられないかというと，設備のように

長期の耐用命数を持つものにあっては，その耐用命数期間中に生産技術の改

良，新開発があるのが普通のことであるからである。」と述べている。一般に，

多くの企業においては，同一資産の取替えが行なわれることは少ないと考えら

れる。とりわけ，技術進歩の著しい分野における企業や多角的企業において

は，同一資産の取替えが行なわれることはほとんどないと考えられる。したが

って，同一資産の取替えを仮定することは，非現実的であるので，同一資産の

取替えに備えることにより，企業の物的営業能力を維持することは無意味であ

(1) ロナルド・マと M.C. ミラー CC4)， p. 254)は，この点について次のように述べ

ている。 r現実の問題は，利益測定ノレールを形成するさいに，個別的資産の観点から
の企業の生産能力維持に優先権を与えるべきかどうかという点にある。もし技術や

消費者の晴好の変化のために，資産がめったに同ーの資産に取替えられることがない

ならば，生産能力の維持とし寸問題のために資金の留保に備えることは，ほとんど有

用ではない。」
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るとの批判は，妥当であると結論づけられる。

(2) 当初資産の取替えは不可能であるとの批判

資産の取替原価が絶えず、上昇している場合，その時々の取替原価に基づく減

価償却費の留保額は，当初資産をそれと同ーの資産に取替えるには不十分であ

るとの批判がある。要するに，取替原価主義に基づ、く当期営業利益は，企業の

物的営業能力の維持を保証しないとの批判である。たとえば， R. J・チェン

ノミース((1)， p. 62)は，かかる批判を単純な例によって次のように指摘して

いる。

「ある企業が1971年に1，000ド、/レで、機械を購入し，その機械の見積(および

実際〉耐用年数が4年で，耐周年数の終りの残存価値が Oであったと仮定す

るO さらに，その資産の購入価格が毎年100ドルづ、つ上昇したと仮定するo 4 

年間の減価償却費は， 275ド、ル， 300ド、ル， 325ドル， 350ド、ルの合計1，250ドル

になるであろう。しかし， 4年度末の取替価格は 1，400ド、ルで、ある。この企業

は減価償却費によって留保した金額でその機械を取替えることはできないであ

ろう。」

また， R・ルプシンと J• J・ウェイガント ((7)，p. 77)は「もし，取替

価格が継続的に上昇してきているならば，過去の取替原価による減価償却は，

その資産と新らしい資産とのその時のより高い価格による最終的な取替えを可

能にするに十分なイ γフローを配当分配から防いでこなかったことになる。」

と述べ， もし利益が物的営業能力水準の維持を反映するものであるならば，当

期の取替原価による減価償却費は，次の二つの構成要素を含まねばならないこ

とを指摘している O

(1) 現在の物価水準に基づいた当年度の減価償却比例配分額

(2) 物価水準が騰貴することによる過去の償却不足額を補うための修正額

先に示したR'J・チェンパースの例における数値を用いれば，各年度の(1)，

(2) この過去'の償却不足額についての減価償却は，一般にパッグログ償却 (backlog

depreciation)と呼ばれている。
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(2)および取替原価の金額はく表4)のようになる。

く表4) (単位:ドル〉

~-~~I 1972 1973 1974 1975 5十

(1) 1，250 

(2) し~I 150 

取替原価 l 

く表4)からも明らかなように，資産の取替原価が絶えず上昇している場

合，その時々の取替原価に基づく減価償却費の留保額は，当初資産をそれと同

ーの資産に取替えるには，物価水準が騰貴することによる過去の償却不足額を

補うための修正額だけ不足することは確かである。したがって，当初資産の取

替えは不可能であるとの批判は妥当であるように思われる。

しかしながら資産の取替原価が絶えず上昇している場合でさえ，取替原価

に基づく減価償却によって当初資産をそれと同ーの資産に取替えることは可能

であるとの反論がある。この反論は減価償却によって留保された資金が再投資

されるとの見解に基づいている。たとえば， リチヤード・ P・バンシルとロー

マン・ L・ウィル((10)，p. 58)は，前述したR・J・チェンパースの批判に

対して次のように反論している。

「チェ γパース教授は，資産を取得するまでの間，減価償却により留保され

た正味資産が利益を稼得しないことを暗に仮定している。われわれの議論で

は，分配可能利益だけが分配されると仮定する結果，利益を減らす減価償却費

は正味資産の留保を強いることになる。これらの余剰正味資産は利益を稼得す

るであろう。われわれは， これらの資産に関する怒意的利益を仮定するとい

うより，資産の減価償却から生ずるすべての留保は類以した資産に投資される

との概念上より単純な仮定を設けることができる。」

この反論は，取替原価に基づく減価償却により留保された資金を当初資産と

同じように価格が上昇する資産に再投資すれば，当初資産の取替えは可能で、あ
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ることを示唆している O

また，多くの論者は，取替原価に基づく減価償却により留保された資金をそ

の都度当初資産と同じ資産に再投資すれば，当初資産の取替えは可能であると

反論している O たとえば， F.K・ライト((12)，p. 381)はかかる反論を次

のように主張している。

「すべて耐周年数5年で残存価額Oの原価が等しい 5台の機械を所有してい

る企業を考えてみよう。もし，機械の寿命が毎年取替えがなされるように均等

に間隔を置かれているならば，取替原価による減価償却は，し、かにインフレー

ションの率が高かろうと，いかにインフレーションが長期間続こうと，取替え

が行なわれる度に取替えのための資金を賄うに十分であろう。たとえば，定額

法の下での毎年度の減価償却費は， 5台の各機械にとっての現在取替原価の20

%の金額になるであろう。それは丁度一台の機械を毎年取替えるための支払に

足る金額になるであろう。

機械の総ストックが各期間一定のままであり，様々な機械の取替原価が同じ

率で上昇するとの条件の下では，同じ結果が耐周年数や原価の異なる様々な機

械を有する企業にたいしても当てはまるであろう。これらの条件の下では，現

在取替原価による減価償却は，企業の機械の生産能力を維持するに十分であろ

う。」

また， A. R・プリスト (C5)， p. 391) も同主旨の反論を次のように主張

している。

「たとえば，各々の機械が10年存続する10台の機械を所有している企業があ

ると仮定する。さらに，その経過年数別構成が長方形型であると仮定する O つ

まり，一台の機械が毎年取替えられると仮定する。さて，取替原価が10年間一

台当り 100ポγ ドで一定であり，次に突然2倍になったと仮定する。もし，わ

れわれが特定年度に取替えられることになっている機械だけを考慮に入れ，そ

して，もし，その機械がそれ自体の減価償却資金を持つと考えるならば， この

資金は明らかに新しい機械の支払に十分ではないであろう。というのは，その
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資金は， 9年間毎年10ポンドづっ累積されてきた90ポンドと当該年度に引当て

られた20ポンドとの合計110ポンドにすぎないからである。しかし，これは明ら

かにこの問題にたいする正しい見方ではなし、。事実，企業は10台の機械すべて

にたいして共通の減価償却資金を持っている。その資金は当該年度に200ポγ

ド貸記される。それ故，機械を購入するのに必要な丁度の金額が入手できる。」

多くの場合，減価償却により留保された資金が当初資産と同じように価格が

上昇する資産に再投資される保証はない。また，その資金が当初資産と同じ資

産に再投資されることは，きわめて特殊な場合を除いてありえなし、。したがっ

て，資産の取替原価が絶えず上昇している場合，その時々の取替原価に基づく

減価償却費の留保額は，当初資産をそれと同ーの資産に取替えるには不十分で

あるとの批判は，妥当であると結論づけられる。

(3J 当初資産の取替えが可能であることは物的営業能力の維持を意味しない

との批判

取替原価に基づく減価償却による留保額が，その耐周年数が当初資産の耐用

年数末に終る「追加的」資産に毎年再投資され，その取替原価が当初資産のそ

れと同じように上昇する場合には，当初資産の取替えが可能であることは認め

られるであろう。しかしながら，そのような場合当初資産の取替えが可能で

あることは，企業の物的営業能力の維持を意味しないとの批判がある。 R.

J・チェ γパース C(3)， pp. 141-142)は，かかる批判を次のような設例に

よって具体的に提起しているO

(a) 会社が0年度末に，見積耐周年数5年，残存価値0の資産Aを5，000ド

ルで、購入したと仮定する。

白) 各年度末に会社が総現在取替原価に基づく減価償却の金額を追加的資産

に再投資し，すべての資産の取替原価が毎年(累積的に)10%づっ上昇し

たと仮定する。また追加的資産B，C， D， Eの見積耐用年数はそれぞれ

4， 3， 2， 1年であったと仮定する。したがって， 5年度末には，すべ

ての減価償却費は完全に「回収」されることになるであろう。
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この基準に基づいて計算されるすべての現在原価会急(current cost ac-(c) 

(税または配当金として〉すべて分配されるとcounting)による利益は，

仮定する。

〈単位:ド‘ル〉

4 5 
7，320 8，053 

1，464 1，611 

1，831 2，014 

2，441 2，685 

4，026 

1，464 1，611 

366 403 

610 671 

1，220 1，342 

4，026 

( A 

IB 

各年度末の購入取替原価(c 
ID 

lE 

A 

B 

C 

D 

E 

3 

6，655 

1，331 

1，664 

結果としてく表5)における数値が生ずる。

2 

6，050 

1，210 

く表5)

o 1 
5，500 

(d) 

1，331 

333 

555 

1，210 

303 

1，100 

1，513 2，219 3，660 1， 100 

費

再投資総額

再投資に利用可能な残高

〈上で、示した購入価格に等ししつ

去P{賞高
山減

8，053 

この企業は5年度末に資産Aを取替えることができる。し

かし，資産Aを取替えることによって，企業の営業能力は維持されないで

あろう。その理由は次のように説明される。

しTこカミって，(e) 

能力単位当りの当初投資は50ド、ルで、あり，それが毎年10%づっ上昇した

と仮定する。新しい資産の営業能力を含めて，毎年の営業能力はく表6)

(f) 

ハU
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100 
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25 

33 

3 

100 

20 

25 

く表6)

1 2 

100 100 

20 
A

B

C

D

E

 

度年

産資

178 145 120 100 総営業能力

(3) R.].チェンパースは，現在原価会計を取替価格会計 (replacementprice accoun・

ting)または取替原価会計 (replacementcost accounting)と同じ意味で用いている。

.~n-
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のようになるであろう。

(g) かくして，一会計期間の現在原価会計による利益は，年度の初めの営業

能力の維持を可能にすることを要求されるが， 6年度目には営業能力が5

年度末の228単位ではなく， 100単位に戻ってしまうであろう。

R. J・チェンバースによるこの批判は，各会計期間の営業能力に着目すれ

ば，正しいであろう。しかしながら各資産の残存耐用年数にわたる営業能力

に着目すれば正しくないであろう。というのは，たとえば，当初資産Aの1年

度末における営業能力は，一年経過しているので新品のときの%に下落し， 80 

になっていると考えられる O したがって 1年度末における営業能力はこの80に

新たに購入した追加的資産の営業能力20を加えて100であると考えられる。同

じようにして各事業年度における営業能力は， く表7)で示すようにいずれも

100と計算される O

く表7)

日記桁733|////
史認31+73三2レ--------------
γ+73.20)し~
X~ =17 

同加732。し~

企業の長期的な継続を目的とする観点からは，営業能力は資産が廃棄される

までの営業能力を意味すべきである。したがって， R. J・チェンパースによ

るここでの批判は妥当ではないと結論づけられる。

W む す び

取替原価主義に基づく当期営業利益は，資産の取替えに備えることにより，
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企業の物的営業能力を維持する利益を表わす。それ故，それは企業の物的営業

能力を縮小することのない分配可能な利益を表わすのに役立つとの観点から取

替原価主義を擁護する主張がある。この擁護論は，企業が常に同一資産の取替

えを行なうであろうとの非現実的な仮定に基づいている点で妥当性を欠くで

あろう。また，資産の取替原価が絶えず上昇している場合には，同一資産の取

替えは不可能となるので，当期営業利益は企業の物的営業能力を維持する利

益を表わさないであろう。この点においても，この擁護論は妥当性を欠くであ

ろう。

このように， この擁護論はいくつかの欠点を有しているが，取替原価主義に

基づく当期営業利益抗歴史的原価主義に基づく利益と比らべて相対的に，企

業の物的営業能力を縮小することのない分配可能利益を表わすのに役立つこと

は確かである O この意味で，分配可能利益算定機能に基づく取替原価主義擁護

論を完全に否定することはできないと考えられる。
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